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(19) I n t e I (Intl Corporation) 
世界最大手の半導体メ}カー o4ピットマイクロプロセァサ4004を
世界最初に開発.8ピットCPU、8080の成功U6ピットCPUである



































































































































































































































* (スライド写真)指宿先生 TheWorld List 
いままでの例はアメリカを中心とする例だったわけですけれども、ここに紹介しますのは鹿児島大





















































































































































































































があります。こっちは [searchby bil numberJとなっていますけれども、法案の番号が全部固有番号
で決まっておりますので、下院だとHR何番とか、そういうふうに打ち込んでやると、その法案の番
号で出てきます。
















* (スライド写真 EuropeanCommission LegaI Advisory Board 




























































































































































































































































































よ。読んでも読まなくても、どっちにしろ iNOJ といえば使えないわけですから、 iYESJ という
しかないわけです。サブミットとかアクセプトとか何どかどパッとやるわけです。これは何かという
と、読んで、も読まなくても、あるスイッチをオンにするかどうかで法律関係が自動的に決まってしま
うものです。さらには、そういう電子的なものの前に、いわゆる「シュリンクラップ契約」といいま
すけれども、包装紙をピリッと破いた途端に契約成立するよと、そういうふうなものが書いてあるも
のが今でもたくさんありますね。その有効d性については、アメリカで、もずっと議論があって、いろん
な判例もあります。立法動向としてもuccというのがありますが、 uccの2Bというものの関係で議
論などされてますけれども、一般的にはしょうがなし、かどいうことで、あまり答定的ではない形で議
論が進んできてます。
そういうふうに、何かスイ、yチを押せば自動的に出来上がるみたいな、法律効果が自動的に発生し
てしまう。私には何も効果意思などない。読んだのならばあるかもしれないですよ。少なくともある
はずだと言えるかもしれないけど、読んでもいなのだから、効果意思などあるわけがないです。でも、
そこに書かれているとおりの法律効果は、たぶん否定できないのだろうと思います。
@ 法のファームウェア化
そういうものがさらに高度化していって、私の考えによると、先ほどのAntitrustのととろでなぜ
-36ー
か最初に掲げられているような某メーカーが、もしもそのようなルールの強制の機能を08の機能と
かブラウザの機能として最初から組み込んであって、インターネット上で何か会社にとって不都合な
ことをすると自動的にそのブラウザが使えなくなるとか、 08が吹っ飛んで、しまうような仕組みをも
し入れてしまったらどうなるか。そういう議論です。
契約違反があった場合は、普通の訴訟手続ですと、債務不履行に基づく損害賠償請求の訴えを起こ
して、裁判所で何年か長々と弁護ゃった挙げ句に、せいぜい10万円取れて、それを弁護士さんに全部
もってし、かれて本人は泣く。こういうふうな構造になっているはずなんですけれども、損害賠償請求
はしないかわりに、 「おまえには使わせないよ」と実力行使を自動的にやる。強制執行を自動的に行
ってしまうことになります。何か返還請求とか破棄の請求をする場合でも、本来であれば、ちゃんと
訴えを起こして、その前にたぶん仮処分はするのでしょうけれども、正規の手続を踏んで、場合によ
っては執行官が出かけていったり、その他の方法によって取り戻したり、破棄したりするわけですけ
れども、プログラムによって自動的に破棄される。つまり、裁判と執行手段がプログラムの中に最初
から内在されていて、都合が悪くなれば自動的に強制執行までいってしまうということになる。
これはいったい何なのかというと、要するにルールのプログラム化ということなんですけれども、
あえてわざと「ファームウェア化」という表現を用いることにしました。 rファームウェア」という
のは、ハードウェアとソフトウェアの中聞を「ファームウェア」と呼ぶというならわしになっており
ます。 rNINTENDO64 Jのゲームカセットはロムでありまして、円盤のようなものには入つてない
のですけれども、あれもちゃんとした記憶媒体で、機械のようなものだけれども、ちゃんとディスク
と似たようなものです。そういうようなロムチップに入っているものも含めて、とにかく契約書のよ
うでもあり、単なるプログラムのようでもあるのだけれども、両方のカを持ったような(ファームウ
ェア」というふうな感覚で考えてみました。要するに、本来は単なる合意であって、その合意を強制
力をもって実施するためには、一定の裁判プロセスを経なければならなかったものが、最初から裁判
を先取りしたものがプログラムとして最初から入っておって、何か不都合があれば一方的に強制履行
みたいなところまでやれてしまう。そういうふうな仕組みが個々のソフトウェアの中でどんどんでき
てくるのではないかというふうな一つのシミュレーションなのであります。
③ ネットワーク・サンクション
個々のソフトウェアであれば、それを使わなければいいじゃないかということになります。
あるところで、コンピュータ関係の弁護士さんたち数人と私とで、酒を飲みながら議論していたと
きのことですが、約5人で議論していて、そのうち3名は私と同意見でしたけれども、残りの1人は
意見留保で、最後の1人は大反対というわけです。 r夏井さんの議論は抽象論としては分かるのだけ
れども、いくらでも別のソフトがあるから、そういうのがいやだったらほかのソフトを使えばいいじ
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ゃないか。自由競争が守られるかぎり、夏井さんの理論は成り立たなし、」というわけです。確かにそ
のとおりです。しかし、例えばマイクロソフトの Windowsを使いたくないから、 UNIXをインスト
ールし直して、 UNIXのコマンドすぐ使えますよという人が、この中に何人いるでしょうか。いると
思いますよ、何人かは。だけどほとんどいないと思うのです。まして一般の法律学者とか法学部の学
生とか、弁護士のようなほど立派な知能を持つてない人が世の中にどまんといる。差別ではないので
すが、実際にいるわけです。そういう人たちが何かできるかといったら何もできないです。要するに、
電気屋さんから勧められたものしか使えないわけです。そうなりますと、確かに自由競争であるのだ
から別のものを使えばいいじゃなし、かというのは、理論として正しいのだけれども、実際にはそうな
らないよということを、そのときは酒飲みながらけんかしていたわけです。
そういう具合に、誰でもが使っているものを安易に取り入れるというのは、あたりまえのことです
から、そのお陰で Windows世界中で標準osになったわけです。この先マイクロソフトでなくて他
のところでも、これから何十年たっても、何百年たっても同じことが何回も繰り返されるのでしょう
けれども、例えば世界に全部つながっているインターネットに接続するための基本的な技術を、どこ
かー企業が全部権利として取ってしまうとすると、企業にとって気に入らないものは自動的に予め組
み込まれていたプログラムの機能によって、そのユーザーははじき飛ばすことができます。ところが、
もしもはじき飛ばされる時点において、全てとはいわないけど、ほとんどの取引が電子マネーを使つ
てなされていたりとか、いろいろな通信が電子メールなどを使つてなされているような時代にもしな
っていたら、インターネットを使えないということは、財布を全部とられるということと、誰とも連
絡をとれないということと、その2つが重なると、要するに食料を手に入れることも、公共サービス
を利用することもできないということを意味しますから、要するに「死ね」ということと同じになり
ます。
私は、あまりきっく書くのはどうかなというふうに自分でも思ったものですから、本を書いたとき
には「ネットワーク・サンクション」ということで、 「ネットワーク上の死刑に値する」というふう
なことを書いたのですけれども、実はこれはリアル世界でも死刑に値することになってくるだろう。
だから、これは避けなければならないことだというふうな考え方を持ってます。
こういう問題は、まだまだSFみたいに思われるかもしれません。けれども、一般論として、例え
ば、ネットワーク上でハッカーをやった学生がいたとします。悪いことです。大学以外の多数の人に
ものすごい迷惑をかけたと仮定します。学校当局は、そいつを退学させるほど悪いことだは思わなか
ったけれども、ネットワークを使わせることは禁止したとします。それだけだったら、単にネットワ
ークからはじき飛ほされただけじゃないかというふうにお考えになると思います。けれども、仮にネ
ットワークを使った授業を20単位取ることが卒業のための必修であると決められていたとします。
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そういうことが決まっているとすると、ネットワークを使っちゃし、かんと決めたとたんに、その人は
自動的に退学せざるを得ないのと同じことになります。永久に単位が取れないわけですから。今後、
情報教育がどんどん進展していって、そういうふうな情報ノレールをきちんと守っていくということが
要求されるようになると、ネットワーク空間だけのサンクションの問題だったはずのものが、リアル
空間にもただちに反映されるということが現実に起きてきます。たぶん私が気がつかないだけで、本
当は、似たような問題がいくらでもあるのだろうと思います。もし、そういうのでいい例があったら、
私の講義のネタになりますので教えていただきたいと思うくらいであります。
こういうふうにあれこれ考えてみますと、我々法律家は、独占の問題だとか、標準化というものの
ほんとに意味することをよく考えて、それは自由競争の範囲内ではなし、かと安易に構えないことが重
要なのではなし、かと思います。
自由競争は自由競争なんだけれども、本当の意味で自由競争を維持するためには、独占というもの
をどういうふうに考えるのか。しかも地球全体の問題ですから、一国の独占禁止法とか競争法などで
何かやるということだけでは、そのエリアは伺かできるかもしれないけど、ほかのところで別なこと
ができちゃいます。国際協力というか、国際的な合意をどういうふうに考えるか。そういう問題がす
ごく大事になってくる。園内弁護士ということで普通の圏内の民事訴訟とか刑事訴訟だけやっている
よというふうなことが、たぶん一人の法律家としては許されないのだろうと、私はあえて言いたいな
という感じを持っております。それぞれ得意不得意があるので、やれることとやれないことは当然あ
ると思いますけれども、少なくとも関心は持たなければ、知らない聞にどこかの一独占企業によって、
あるいは多国籍企業かもしれませんけれども、ネットワークが独占されてしまって、それに従わなけ
ればリアル世界でも生きていけないような、へんなことになってしまうのではないか。それをとても
恐れているわけです。
8 ネットワーク社会における法律実務家
ネットワーク社会が前提となったところで、法律実務家としては何をやっていったらいいのか。
「情報」という概念を軸にしてもう一度考え宜す必要があるかなというところから、結論のほうをま
ずここで述べてみたいと思うのです。
法律実務家というのは、どの職種であっても「法情報サーピス産業」であるという位置づけが必要
でないか。まずこれが第ーである。
法情報の伝え方というのは、データベース屋さんではないですから、検索してくださいとか、そう
いうことではないのです。だけれども、正しい法情報をきちんと持っている。普通の一般人は法情報
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を利用する能力がありませんから、自分が持っているだけではなくて、通訳というか、翻訳家という
か、ちゃんと分かる形で伝える役目ももちろんあります。しかも、ネットワーク空間というのは、世
界中に全部つながっているわけですから、日本法だけというわけにいかない。先ほど不法行為の例で
も話したとおり、ある程度世界の動静を認識したうえで、どうなるかということをきちんとやってい
かなければならない時代になっているわけです。そういう意味での現代的な意味での法情報サービス
産業というふうに位置づけを考えてみる必要があるのではないか。
第二点は、そういうふうにやれるためには、 「情報リテラシJと書きましたけれども、かなりの程
度インターネットその他の電子的な道具を使いこなせないと、たぶん駄目なんだろうと思います。も
ちろん電子的な道具を使えこなせれば 100%OKということは絶対あり得ません。電子的な道具以外
の法情報源ももちろんたくさんあるので、両方を使えなければいけないというのが正確なところです
けれども、現在の法律のプロフェッショナルは、電子的なもの以外のものについては、それぞれの工
夫で使いこなせるようになっている人がプロフェッショナルとして生き残っているわけですから、そ
れに電子的なものを使いこなせる能力をプラス。としてきちんと持たなければいけないとL、うことが
一ーィコ。
それから、 「情報倫理」のほうをあえて先に書いたのですけれども、使えるということは悪用でき
るということにもつながるわけです。これまでも弁護士倫理なり、学者は学者の倫理があるはずです
が、そういうものが情報というものにシフトした形で新たな倫理のシステムを考えてし、かないと、法
情報サービス産業という産業界としての倫理基準もいい加減なものになっていくだろう。ニれはあく
までも情報ネットワークを基盤にしたというととろに着眼しているので、あえて「情報倫理」として
いるのですけれども、 「情報倫理と情報リテラシに裏打ちされた新たなプロフェッショナノレ性J0 く
どいようですが、これは現実世界のものを捨てていいということは全く言ってません。これまであっ
たものは、もちろん堅持していかなければならないのだけども、それにプラス αして、かなり厳しい
けれど、もやってし、かないと大変なことになるということを言いたいわけです。
さらに「新たなルールの形成を見抜くカ」ということであります。これまでも未来学者とか、アノレ
ピン・卜フラーとかいますけれども、そういういい加減なことを言っているのではなくて、先ほど不
法行為の例でお話しましたようなことがいくらでも現状の条文のままで起きてくるわけです。もしも
近未来的に似たような権利に関する争いが起きたらどうなるかということは、世界の趨勢としてどう
いうルールを承認しているかということを認識し、その中から、それを日本法に導入できるのかでき
ないのか、日本の裁判に導入できるのかできないのかのシミュレーションを常にやり、それでだいた
いの見当をつけていくという三とが、弁護士がメシを食っていくためにも必要だし、学者左しでも正
しい/レールを予測するという意味で大事なことになってくるのではないか。
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例えば、最近の立法例ですと、現在、中古ソフトの問題でどうのこうのとか議論されていますけれ
ども、実はWIPOの著作権条約の中に関連したものがありまして、それを日本国の著作権法にどのよ
うに取り入れるかということで、立法論的に全部がちっと解決できるはずの問題を多く含まれると、
私は理解してます。ただ、文化庁がそれについて暖昧な態度をとっているので、未だにわけの分から
ない状態が続いておりますけれども、他方でアメリカでも、その他の有力な国は、次々と一定のルー
ルを承認しつつあって、世界的な規模でみると、ある方向に固まりつつあるといというふうに、私は
認識してます。
そうなったときにどうなるかというと、日本法として日本の著作権法ではまだ決まってない問題で
も、もしもそれが裁判になれば、裁判官は何かルールを考えなければいけないわけです。解釈論で解
決できないものであれば、それは駄目だよというしかないですけれども、解釈論の帽の範囲の問題で
あれば、イ可かルールを考えていくわけです。考えるときに、まともな裁判官であれば、やはり世界的
な趨勢を勉強しますから、そこでやはり影響が出てくるだろう。それをきちんと見抜いでなければ、
例えば訴訟代理人になったときに、勝訴判決からは遠くなっていくということもいえてくるのではな
し、カミ。
要するに、法律実務家でありながら法学研究者としての素養というか、努力というものが必要にっ
てきて、これを個々人が全て持つというのは、実際には大変なことですので、それぞれの弁護士事務
所なり何なりで、そういうスタッフを抱えていくということが、すごく重要なことになってくるので
はなし、かという感じを持ちます。
現在、具体的に弁護士の方が何をやっているのか。ちなみに裁判官と検察官は、裁判官誰それ、検
察官誰それと個人的にホームページを持つことは、禁止されいることではありませんけれども、ゃっ
たら、所長から注意を受けることは間違いないでしょうから、私の知っているかぎりでは実名でやっ
ている人は知りません。だけど、 「何とかの何とかちゃんだよ」みたいな感じでやっている人は何人
か知っています。非常に悲しい話ですね。悲しいけど現実です。
弁護士に関しでも、まだ模索の時期でいろいろなタイプの弁護土ホームページがあり、先生方もご
存じのとおり広告規制の関係でホームページを作ること自体がいいのかどうかとU寸議論が未だにく
すぶっておりますし、なかなか難しい状況ですけれども、この人たちは度胸あるなと思うような人た
ちがいて、しかも学術的な内容としても非常に優れたものが幾つかあります。すごいなと思うものを
2つほど紹介したいと思うのです。
* (スライド写真) 岡村久道弁護士の情報法学日記
一つは、先ほどの『インターネットの法律実務』を書いた岡村久道弁護士のホームページです。こ
こは何がすごし、かというと、サイバー空間で起きるいろいろな法律的な問題のニュースを、とにかく
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あちこちから集めてきて日本で一番早く、電車の「吊し」とし、う広告ありますね、見出しだけ見れば
だいたい中身わかるわけですけれども、あれ的なものを個人の努力で世界中から集めてきて毎日「日
記」という形で出すというすごい人です。これはまさに6月19日ですので昨日になります。今朝はま
だ作ってなかったのじゃないでしょうか。作っているかもしれないけど、まだアップしてなかったの
かもしれません。これを見ているた、動向というものがよく分かります。パックナンバーがあるので、
それを全部かつてにコピーしてエクセルか何かに貼りつけて整理しておくと、全部脚注にまわして本
文だけ適当に書けば論文が書けちゃうという非常にありがたいものです。でも、あまり露骨にやると
岡村先生に悪いので、分からないようにやりますけれども(笑い)、ありがたいところです。
こういうふうに個人の努力でやっているのですけれども、呆して個人の努力に任せておいて、平気
でいていいのだろうかという問題を考える必要があるのではないか。岡村先生というのは、私、個人
的にお会いして、非常に優れた方だと思いますけれども、どんなに優れた人間でも個人ではどうして
も能力の限界があって、どこかこれで終わりだよという部分があるはずです。そこを何らかの形でシ
ステマチックにやっていかないといけない。法情報というものを獲得して、分かりやすい形で整理し
て、そして整理されたものをきちんと提供していくという仕事を組織だつてやっていかないとうまく
ないだろうと思います。
* (スライド写真) 桐原和典弁護士の電脳空間法律
この方は桐原さんという弁護士さんで、たしか二弁だったと思いますけれども、こう言っては失礼
ですが、すましたような写真しか映っていません。しかし、これもさっきと同じで、下のほうにズル
ズルッとやると目次みたいなものがたくさんあります。この先生のホームページもすごくいいなと思
ったのは、このホームページができあがる以前にすごいと思ったんです。どうしてこのホームページ
ができる前にすごいと思えたかというと、桐原先生は、今年3月までアメリカのほうにお住まいだっ
たようで、全然違うところに似たようなホームページがあったんです。私は、それを読んで、これは
すごいと思っていたのですけれども、桐原先生が日本に戻ってこられたときに、そのホームページが
無くなっちゃったんで、す。それで、ずっと探していて、 「あっ、見つけ」という感じで見つけたわけ
です。内容的には変わってなかったですけれども、違ったのは、写真がかっこよく載っているところ
が違っていたのですが。
どういうふうにすごいかというと、この先生がアメリカで研究してこられたのは、裁判管轄とか準
拠法とかです。正確にいいますとインターナショナルではなくてインターステイツの問題で、ナトI~州
との聞の州際取引とか、あるいは州をまたがった犯罪などの場合の裁判管轄とか準拠法の問題であり
ます。アメリカは50ぐらい州がありまして、しかもすごくでかい国ですから、世界を縮小された一つ
の模型だと理解できるのではないかと私は勝手に思っております。主権国家同士の国際的な裁判管轄
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の問題とか準拠法の問題の今後の動向を見るうえで、もちろん国際司法でも何でもいろいろな学説は
ありますけれども、裁判例として実務的な観点、から参考になるなと思われるのは、まさにアメリカの
裁判例で、いくら読んでもなくならない、死ぬほど読まなければさっぱり分からないというふうな、
ものすごい膨大な分量の裁判例がネット関係だけでもあります。ネット上の取引とか、ネット上の犯
罪などの問題の準拠法とか裁判管轄の問題を考えるうえで、ものすごい参考になって、この方のご努
力というのは敬意を表したいと思います。
この方と直接お会いしたことはないので、間接的にしか知らないのですけれども、ものすごく優秀
な方だともちろん思います。しかし、やはり個人で全てをやるのは絶対無理です。これも日本中の法
学者が寄ってたかつて、実体法でも手続法でも全部そうですけれども、国境を越えたときに、あるい
は国境がなくなったときにどうなるかという問題を真剣に考えて、どんどんいろんな事例を分析する
なり、新しいことを考えていってくださらないと、結局アメリカで、積み重ねられた膨大な判決が一つ
のセットみたいなものになっていって、じゃ世界中でそれにならいましようという形になっていくと、
結局アメリカのルールが世界のルールになってしまいますから、そういうことで本当にいいのだろう
か。こういうことをものすごく危倶している。
危倶しながら、いま紹介しました岡村先生も桐原先生も、すごく積極的にそういうふうな研究を自
らなされて、自分のご意見を出されていることに、本当に敬意を表したいと思います。それで、、あえ
てここで紹介した左いうわけであります。
* (スライド写真) 法情報学ゼミHP内の英語版日本法紹介リンク集
法情報学ゼミというのは、私のところです。法律関係で日本語のホームページしかないかというと、
そんなことはなくて、英語で書かれたものがものすごくたくさんあるのです。ただ、個人でちょっと
ずつしか持つてない。そういうものを全部集めたものがなかったのです。 情報発信というけど、 H本
人が日本人に対する情報発信しかやってなかったわけです。私、正直に言いますけど、語学能力は非
常にレベルが低くて、英語でものを書くというのはすごく苦手痛です。苦痛なんですけれども、誰かが
やらなければいけないので、とにかく集めてみたというのがとれあります。
かなりインチキくさいのですけれども作ってみたら、全然知らない人から幾っか電子メールをもら
いまして、 「英語しか話せない人々にとって非常にありがたしリ、 「助かるものだ」というふうな激
励に近いものをいただいて、すごく嬉しかったです。アメリカのいろいろな考えがけしからんとか、
政治学者がいったり、経済学者がいったりするのは、それは評論の自由ですけれども、何も対案も出
さないで、、あるいは日本はこうだということをきちんど英語で説明できなくて、それで「だめだ、だ
めだj と言ったって、聞きたくても分からないわけです。 13本には日本のきちんとした学問もあるし、
伝統も文化もあるわけだから、そういうものを相手に分かる形できちんと出していかなければいけな
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し、。
とりわけ法律情報については、日本の法体系はアメリカとはかなり違う部分もあるので、英語で翻
訳したところでも相当理解しにくいだろうと思いますけれども、日本語で理解しろというのは土台無
理なことを要求していることになるので、英語で何かやっていくしかないのだろうと思います。
これも私のだけ努力ですと、自分で何か作っていくというのは当然限界があって、私が作ったもの
もあるのですけれども、ちょっぴりしか作ってません。ほとんどは人のものをリンク張っているだけ
です。もし私の成果として認められるとすれば、とにかく集めたというところだけしかないのですけ
れども、こういうふうなものも全ての研究者がやっていってもらわないと、まずいのではないかとい
うふうなことを考えます。
その具体的な中身は、アメリカのものも含めたいろいろ検討したものを、日本語でも発表するし、
世界的には英語で発表すれば、かなり多数の人々をカバーできるわけだから、英語で下手でも何でも
とにかく発表していく。別に上手な美しい英語の文章を読みたくてアメリカ人は日本のサイトに日本!
の法律に関するアーテイクルを探しにくるわけではなくて、中身を知りたくて、ここは文法的に間違
っているとかそういうことはよく分かつていて、それでも中身をちゃんとくみ取っていくわけですか
ら、中身でパンパン勝負すべきではないかと個人的には恩うのです。これまで全くなかったとは言い
ませんけれども、そういう部分がこれまで非常に弱かったのではないか。
全部をトータルで考えていきますと、 「対象」がリアル世界のものとはかなり違うものを扱わなけ
ればいけないし、しかもそれが単にバーチャルだ、というのではなくて、世界中に広がっている対象を
対象としなければいけなくなってきたということ。それから、実際にそういうものを対象として何か
をするための「道具」も電子的なものになってきた。そういうふうな状況の中で法学者あるいは法の
実務家の「存在」自体も変化してきている。そういうふうに考えるわけです。
9 今後の展望
* (スライド写真)今後の展望
しかし、ただそれだけでは現象の説明にすぎないと思います。そこで、これからどうしていくかと
いう基本理念が必要だろうということで、幾っか考えてみました。
これがその図ですけれども、これまで情報関係のものには、もちろん学聞がいろんなのがあって、
例えばプログラムだとか、コンピュータのアーキテクチャーの組み立て方とか、通信のプロトコルの
組み立て方とか、そういう学聞はいくらでもあって、理学部とか工学部の立派な人たちが一生懸命考
えているわけです。それでスーパー・コンピュータをつくったりとか。それはたぶんシステムの側の
学問である。じゃ、これはいってみれば震箱みたいなもので、薫箱の中身は何ですかというと「情
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報」なわけです。中身自体を扱うもの、要するに製品としてのソフトウェアの作り方というのは、ど
ちらかというとシステムに関係するもので、実際に私が「一太郎」というワープロソフトを買って一
太郎を使います。でも、パッケージを開けただけの一太郎では使い物ならなし、から、一生懸命自分な
りにチューエングして、辞書も覚え込ませて、実際に何をやるかといったら、私の文章を作るわけで、
一太郎という、ンステム的な道具だけを使ってやっていることというのは、私の情報を作っているわけ
です。それを誰がやっているかというと、ユーザーである私がやっているわけです。これまで、情報
がらみの学問研究でおろそかだったのは、重箱の中身である鰻頭の学問と、鰻頭を食べるユーザーの
学問というのが、たぶんなかったのだろうと考えてます。
これを法律家のレベルに当てはめると、専門家の言葉で法律家にしか分からない言葉でちゃんと会
話ができるわけだし、優秀なシステムエンジニアとかそういう人たちが彼らにしか分からない特殊な
コンピュータ用語でちょっとしゃべれば、ほとんど全部分かっちゃう。素人がそれを分かろうとする
と何百冊も本を読まなければいけない。そういう世界とほとんど同じで、専門家同士では分かるのだ
けれども、その専門家がやっているのは何かというと、クライアントであるとか、その他のユーザー
のために実際の事件を扱っているわけで、中身である実際の事件のあり方とか、クライアント自体に
ついての学問というのは、これまであまりなかったようにH ・H ・ないとは言いませんよ。例えば、犯罪
学、犯罪心理学とかそういうのはまたがっているのだろうと思っています。だけれども、こういうふ
うな形で重箱と鰻頭と、それを食う奴がいるのだというふうに、明確にそれぞれ学問体系としたら別
だということは、あまり意識されてなかったのではないかと思います。
こうし寸構造だということを一つの理念として捉えたうえで、電脳時代に対応するような電脳弁護
士あるいは電脳法学者になるというだけのことだと、やはり個々にとどまっていることになって、鰻
頭とそれを食う奴が置いてきぼりになってしまうかもしれないので、理念としては、こうしサ構造の
中でいったい自分は何をやっているのかということを、常に意識する必要があるのではないか。私自
身は、ちょっとだけ鰻頭をやっているよというふうな、法情報学というのは、そういうふうなことに
なるわけですけれども、そういう意識であります。
すごく抽象的で雑駁な議論でありますけれども、今日述べようと思ったのはここまでで、実は、こ
のあと具体的に、じゃ弁護士と弁護士事務所の現状はどうかというのは、私は全くしゃべる権利を持
ちませんので、ここは園部先生にお願いしたいと思います。
? ??
??
0薗部 「日本の弁護士及び弁護士事務所の実状」ということで、簡単なご紹介をしたいと思います。
私は、東京弁護士会に所属しておりまして、いま東京弁護士会ではホームページが開設されていま
す。平成8年からコンテンツをどういうふうにするかということでいろいろと
議論したのですけれども、そもそも開設するということ自体でかなり反対論がありました。
要するに、我々の世界、特に弁護士会になってくると、一つの意見を公開するということが、ある意
味で関係各所から批判の対象になるということで、かなり議論されたのですけれどもが、何とか今ホ
ームページを公開してやっているというのが実状です。
コンビュータをどう活用していくかという形で議論をする場をつくろうということで、つい3日ぐ
らい前ですか、コンピュータ運用協議会というのが東京弁護士会でできました。
当面は、パソコン70台ぐらいをLANでつないで、グ、ループウェアのソフトを入れて、一応電子
メールで会議をしたり意見交換をしたりというような状況になっています。ただ、個々の弁護士事務
所と日弁連とのネットワークというのはまだできていない。こちらのほうでインターネットを使って
ホームページを見て情報を増やすとか、こちらから何らかの情報を発信するというようなことしかで
きてないというのが現状です。
夏井先生のほうに、むしろ裁判官としての経験を踏まえて、いろいろと質問したい点も私のほうも
たくさんあるのですが、きょうせっかくこういう場を持っておりますので、会場の皆様のほうから、
先生のほうに特に聞きたい点があれば、ご質問をお願いしたいと思うのですが、いかがでしょうか。
中村先生、お願いします。
0中村(弁護士) たいへん貴重なお話をありがとうございました。
「質問用紙」があったので4つほど書いてみたのですが、集める人がいないので口頭で述べたいと
思います。
1つは、日本の判例を広くインターネット上で提供しているところがあるのかどうか。私たちは、
ご存じのように第一法規とか新日本法規が出しているものを何十万もかけて買ってやっているのです
が、あんなパカなことしなくても、インターネットを経由して提供できるのではないかなと思ってい
るのです。それと、外国では判例のインターネット上での提供はどうなっているのか。もしご存じで
あれば教えてもらいたい。
2つ目は、裁判所、検察庁はそれぞれ独自に判例データベースをつくっておられるということを聞
いておりますが、これがインターネットでのアクセスが可能にならないものかということを、前々か
ら思っておるのですが、そのへんについて、裁判所におられたご経験を踏まえてお話しいただければ
と思います。
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3つ目ですけれども、電子情報の原本性の確認ということを訴訟上はどうやってやるのだろうかと
いうことを、ひとつ心配をしております。
4つ目に、インターネット上の情報が間違っていても、それを引用して証拠に出したり使ったりす
る人が出てくるわけで、先般アメリカで、ボブ・ホープが死亡したという情報が流れて、アメリカの
議会までああいうのが流れて、追悼の言葉までみんなに知らすという、ああいうことが起こるわけで
す。訴訟上の利用に当たっての留意点、というものを、こういう事例を踏まえて先生のほうでお気づき
の点があったら教えていただきたい。
以上でございます。
O夏井 先生方もご存じのとおり、条文関係は個人の努力でいろいろなデータベースができているし、
金沢大学などは大学でやっていますけど、判例についてはございません。なぜないのかと言われると、
なし、からないのだとしか言いようがないのです。私自身もそういうのがあるべきだと思っているので
す。ただ、私の個人の努力で限界までやってみて、どうにかできているのは、コンピュータとかネッ
トがらみの判例だけ、とにかく集めてきてホームページに載せるのがやっとで、半年の聞に100件く
らいしかできないです。やはり個人では無理です。そればかり仕事やっているわけではないので。
じゃ、どう解決したらいいのかという問題ですけれども、たぶん裁判所が変わらなければ駄目なん
だろうと思います。アメリカの場合には、別にWest とかそういうところに売りつけているわけでは
ないのだけれども、判例会社がしっかりしているから、そういうところが分刻みで出来上がったばか
りの判決を取りにきて、どんどんデータベースにぶち込むという形になってます。閉じようなことを
ボランティアでやっている人もたくさんいて、 Westが閤ろうが LEXISが困ろうが関係なしにどんど
んインターネットに載せてくれます。そういうありがたいボランティアが山ほどいるものですから、
インターネットからアメリカの判例がただで拾えるんです。そういうのを一つ一つ当たっていくのは
大変ですので、どこで当たったらいいかというと、 FindLawというところがあって、そこのサイトに
行くとそういうものがリンクで全部探せるので非常に便利です。
日本の場合には残念ながら、こういうのはありません。先ほど例にあげた関西の先生というのは園
田寿先生なんですけれども、 「電脳の世界の刑法学」というサイトです。そこには、狼褒判決だけは
略式に至るまで全部揃っているということ、これは、よく考えてみるとボランティアで人的なネット
ワークができているということがいえると思うのです。それぞれの先生方が自分の敗訴判決で非常に
恥ずかしいもので、あっても提供するとU寸勇気を持っていただければ、それから、自分が敗訴側で勝
訴側がそういうふうなものをネット上に出したときに、面白くなくても我慢するという勇気を持って
いただけるのであれば、弁護士の先生方の互いの協力だけで、昔のものはともかく新しいものは完畳
な判例データベースを順次作っていくことは可能で、はないかと思うのです。
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弁護士の側にその責任を押しつけて、裁判所がやらないのはけしからんというのはもっとな議論で、
本来は裁判所がデータベースを作ればいいのでしょう。ですが、大蔵省がいくらでも予算を値切って、
さっぱり人件費もくれないような時代に、毎日何百件も出てくる判決を誰がデータベースに整理して
インターネットに載せるのかといわれると、そのための職員の人件費などはとても大蔵省は認めませ
ん。実際問題として、裁判所の職員だけをかばう気はないのですけれども、私が見ていた状況、地裁
の現状では、ものすごい過酷な条件の中で残業したり、自宅に持ち帰って調書を書いたり、そういう
ことをやっている状況の中で、これ以上のことは、私の立場でも「おまえ、コンピュータを勉強して
何かやれJというこどは、とても言える状況ではなかったです。
じゃ、判決原本を裁判官が持っているのだから、一人一人インターネットに載せたらいいじゃない
かということになってきますけれども、それはなかなか難しいと思います。さっきホームページを実
名で出すのは難しいど言ったのと同じような意味で難しい問題があるのではなし、かなと思います。
検察庁についても、裁判所についても、ある領域についてはデータベースがあります。裁判所から
出されている資料を丁寧にお読みになれば、いったいどういうデータベースがあるかということはす
ぐ分かるはずですし、最高裁のホームページをじっくりとご覧になれば、ある分野については最高裁
の中にもデータベースが存在することがわかるはずです。そういうものがあるのですけれども、デー
タベースができる前の時代から判例委員会なるものがあって、雑誌とかそういうものに載せるものは、
これが判例として正しいものだというふうに、裁判官会議みたいなところで承認されたものしか出し
ませんでした。そうしサ歴史がずっとあるものだから、ぺーペーの裁判官がどんどんデータベースに
ぶち込んだとすると、偉い裁判官から怒鳴りつけられるかもしれないですね。検察庁だと、もっとそ
うかもしれないなと思います。
答えになってなし、かもしれませんけど、あまり本質的でないところで止まってしまっているかもし
れないと思います。アメリカでも、インターネットで判決を公表するというふうにぶちあげた裁判官
がいるというこどが、何ヵ月か前に報道され、話題になっていましたね。組織の人間というのは、組
織のルールがあって、なかなか難しいです。
3番目の情報の原本性という問題ですけれども、これはおっしゃるとおりで、私の「夏井説」によ
る土、電子データについては原本どいうのは複数あるのだという考えですから、そこでそもそも原本
という考え方は全然変えなければいけないのですけれども。内容は別にして歴史的に最初に作られた
ものがオリジナルなんだという考え方をとったとすると、それが最初に作られたものであるというこ
と宏、どこかの認証機関に認証してもらって、それで登録するどb寸方法。それに電子署名を付ける
としづ方法で、原本性を確保するということは理論的には可能だと思います。ただ、日本の場合それ
が非常にやりにくいのは、そういうふうな認証機関として、どの官庁が所轄するかというくだらない
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権限争いが存在することです。実際にそうですので、なかなか大変かもしれないなと思いますが、理
論的には可能です。そういうふうなものをきちんと正しいスタイルで、あまり問題のないというか、
誰でも信頼して使えるような認証機闘をどこに任せるかということは、我々法律家が実務家と研究者
が、きちんと意見表明していくべき問題ではないかと思います。要するに、認証機関の問題だと思い
ます。
それから、インターネット上のa情報が間違っていた場合というのは、アメリカの場合と日本の場合
とでは状況が全然違っていて、正確にいうと英米法と日本法とでは全然状況が違っています。英米法
の場合だと、一定のフォームなり何なり、あるいは署名が法律行為の要件として要求される場合が多
いので、だからこそデジタル署名どうのこうのという議論にもなっていくわけですけれども、日本だ
けに限定して言うと、基本的に自由心証主義ですから、心証を標準的な形でどこまでとるかという問
題になるのだろうと思います。
確かにインターネット上のa情報は間違っているものとか偽物もたくさんあるし、その程度のものだ
として、それが標準となる心証度のものとして捉えるべきだというルールを確定してしまえばいいの
だと思います。そういうふうなルールを確定するためには、所詮そういうものだということをきちん
と研究者なり実務家が調べて、論文を書いたり、あらゆる場面で、こういうふうなことがあるという
ことをきちんと実例として挙げていって、そういう認識を広くもってもらうことが大事ではないか。
理論的には、ど、っちでもあり得るわけですけれども、実証するということが大事で、そういうふうな
認識が、まさにインターネットを使って共通に持てるようになれば、心程度はそう高く持てないのだ
ということが認識されるわけですから、インターネット上の情報を妄信して判決するとかそういうこ
とはないし、あるいはクライアントのインターネットから拾ってきたいい加減なものを信じてどうの
こうのということも、ある程度まで防げるのではなし、かと思います。この程度でよろしいでしょうか。
0司会 時聞が過ぎておりますけど、もうお一方だけ質問を受けたいと思います。
0三枝 一つはごく簡単なことですけれども、先ほど来いろいろな方のホームページがあるというお
話があって、大変参考になるのですが、そういうホームページがあること自体、我々は知らなかった
のですけれども、どなたが、どういうものを出しているかということを、どうやって私たちが知るこ
とができるかということ。
もう一つは「情報倫理」にかかわる問題で、これは必ずしもネットに載っているかどうか分かりま
せんが、例えば企業の情報。特に最近は不良債券問題がありますけれども、簡単に言うと、不良債券
をどう定義づけるかにもよりますけれど、例えば6か月間金利の支払いがない債券ということであれ
ば、金融機関はほとんどコンピュータ会計やってますので、そんなに時聞かからずに出せるはずです。
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そういうものを一体公表するかどうかということで、最近のテレビ討論会で、金融機関でそれを出さ
なかったのは、それを出すと大混乱が起きるので、それに対する金融不安が起きないという制度的な
保障、例えば昭和銀行と同じで平成銀行のようなことで、政府は30兆円ぐらいカネ出して金融機関を
救済するのだということを、きちんと制度的につくらないと公表できないのだというふうなお話もあ
りました。そうすると、倫理の問題も超えてくることになるのですけれども、それと情報公開とも関
係するのではないか。情報倫理という問題で、ある意味ではそういった制度的なものを含めて倫理と
して考えていくほうがいいのか。将来的に、そういった問題をどういうふうに、今から予測するのは
難しし、かもしれませんけれどち、どういうふうに位置づけて捉えていったらいし、かという問題です。
0夏井 ホームページの問題は、ホームページを作る人って、一種の癖みたいなものがあって、リン
ク集というのを作りたがるんです。なんで作りたがるかというと、最初に自分で、コンテンツを作るの
けっこう大変なんで、、なにか手っとり早く作る方法を探します。それで、リンク集左いって「ほかの
人のホームページありますよ」という目録みたいなものはわりと簡単に作れちゃうものですから、そ
ういうのがあると、何頁もあるようなホームページが一気にできるわけです。そうするとjあまり手
聞かからないでホームページが作れちゃうものだから、最初はそれで満足する時期というのがありま
す。人聞の成長と同じように、だいたい同じようなプロセスを経ることになっていて、そういうわけ
で法律関係である程度まとまったホームページを作っている人は、たいていどこかにリンク集という
のを持っているわけです。ですから、ある程度大きな法律関係のホームページをどこか一つ探し当て
たら、そこから順番にイモずる式でいろんなものが見つかるということになります。それぞれのリン
ク集は、それぞれボランティアで、やっていることなので、それぞれの癖とか個性が出まして、もちろ
ん網羅的にはならないのだけれども、 10個ぐらいそういうのを知っていて全部まとめると、だいたい
網羅的になります。私はどういうふうにしてやっているかというと、世界中で30個ぐらいですか、目
ぼしいところを見つけていて、それを順次1か月ぐらいで巡回しております。そうすると、 1か月に
1回ぐらいはいいネタが見つかってきて、それで研究題材にできるというふうな感じです。でも、そ
もそも法律のホームページがどこにあるか分からないという方は、とりあえず私のホームページに来
ていただけますと、リンク集がありますので、そこから辿っていくと、いろんなものに行けると思い
ます。私のアクセスカウンターもまた一つ上がって、かっこいいということになりますので、よろし
くお願いします(笑し、)。
企業情報の関係ですけれども、これは非常に奥深い問題がゐって、国家というものをどう考えるか
という、たぶん憲法の先生にお話をしていただいたほうがいいのではなし、かという問題が根底にある
というふうに理解してます。
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というのは、例えば銀行の取引情報とか、個人の信用情報ではなくて銀行全体の信用情報について、
不良債権の情報とかそういうものを、誰がどういう利益でアクセスできるのかという観点からみてみ
ると、アメリカ人は、とにかくアクセスできることが大事だというふうな考え方を強く持っている人
が多いようです。情報をきちんとつかまなければ正しい民主国家もできないし、単に経済という観点
から見ただけでも、正しく投資していいのかどうかとし寸判断ができない。投資の判断の材料がなけ
れば、そもそも投資というものはできないわけだから、自由主義経済体制とか自由主義をきちんとや
っていくためには、悪い情報でもいい情報でも、きちんと提供されなければいけなくて、その提供さ
れた情報に基づいて、かけるかかけないかは個人の自由だ。そういう考えがアメリカ人の場合には徹
底しているのだと思います。
ところが、日本人の普通の考え方でいうと、先ほども、個人消費者とか個人のレベノレの保護は非常
に弱いということを、ちょっと悪口言いましたけれども、たぶん企業情報の関係でも、個人投資家と
いうのは一番疎外されていて、大口投資家はインターネットで知らなくたって、ちゃんと本当は知っ
ているわけだから、全然痛くも痔くもなくて、むしろ大口投資家にとっては、パレることが非常に怖
いということがあると思いうのです。つまり、この問題は本質的には、ものすごくたくさんの数の小
口投資家とか、銀行顧客を犠牲にして、ごく一部の人の利益だけを守るという日本の社会の組立方全
体の問題なのではないかと思うのです。
ただ、アメリカのいき方と日本のいき方が、これまであまりにも違って何十年もずっと来てしまっ
たために、もしアメリカ流のやり方をいきなり日本に導入したときには大混乱が起きることは間違い
ない。となるとどうするかというところで知恵を絞るのは、まさに三枝先生もそうですけど、商法の
先生方のお知恵を借りたいところだ、というふうに返したいなというふうに、すみません、思ってお
ります。
0司会 それでは、夏井先生、園部先生、長い時間ありがとうございました。
0薗部 まだまだ議論も質問もし尽きテーマだと思いますが、夏井先生は、きょう懇親会のほうにも
ご出席いただけるということですので、ぜひご来場の先生方におかれましては、懇親会の方にぜひ出
席してください。明大法曹会の方からも重ねてお願いいたします。
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